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一般社団法人新エネルギー導入促進協議会
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一般社団法人
新エネルギー導入促進協議会について

団体名称 ：一般社団法人 新エネルギー導入促進協議会
略 称 ：ＮＥＰＣ（エヌ・イー・ピー・シー）
住 所 ：〒170－0013東京都豊島区東池袋三丁目

13番2号 住友不動産東池袋ビル
代表理事 ：石 谷 久

設立目的 ：本協議会は、新エネルギー等（太陽エネルギー、
風力、水力、地熱等の再生可能エネルギー及び
燃料電池等のエネルギーの新たな利用システム
をいう。）の導入普及に関する業務を行う社員間
の密接な連携により、新エネルギー等の導入普及
の一層の促進を図ることを目的とする。
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主な事業： 新エネルギー等の導入普及にかかる普及啓発及び情報提供
新エネルギー等の導入普及にかかる指導、助言その他の支援
新エネルギー等の導入促進のための調査研究
以上の事業に付帯又は関連する事業

社 員： 財団法人 エネルギー総合工学研究所
財団法人 新エネルギー財団
社団法人 ソーラーシステム振興協会
電気事業連合会
社団法人 日本機械工業連合会
社団法人 日本電機工業会
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平成２１年度
地域新エネルギー等導入促進事業

について

事業の目的
この事業は、地方公共団体、特定非営利活動法人等地域密着型

の営利を目的としない事業を行う民間団体等（以下「非営利民間団
体」という）が策定した地域における新エネルギー等の導入のため
の計画に基づき実施する「新エネルギー等設備導入事業（以下「設
備導入事業」という）」及び地方公共団体と民間事業者が連携し、地
域一体となって取り組む新エネルギー等の設備導入事業（社会シス
テム枠）について、その加速的な導入促進を図ることを目的とする。
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事業のスキーム
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経済産業省

新エネルギー導入促進協議会 審査委員会

申請 補助

公募 補助金交付申請 ヒアリング 利用状況報告

公募

補助事業者
地方公共団体等、非営利民間団体、

地方公共団体と民間事業者が連携して実施する事業（社会システム枠）



２．新エネルギー導入促進基金造成事業費補助金
（エネルギー対策特別会計）

予算額 ： 約１６１億円（当初予算から約３９億円の削減）

※１：太陽光発電のみ
※２：地域新エネルギー等導入促進事業及び新エネルギー等事業者支援対

策事業の予算

平成２１年度予算
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１．地域新エネルギー等導入促進対策費補助金
（エネルギー対策特別会計）

予算額 ： 約６２億円



一次公募
公募期間 平成２１年４月２０日～５月２９日
交付決定 平成２１年７月３１日

二次公募
公募期間 平成２１年６月８日～６月２６日
交付決定 平成２１年７月３１日
※公募は地方公共団体の太陽光発電のみ

三次公募
公募期間 平成２１年９月７日～１０月２日
交付決定 平成２１年１１月６日

平成２１年度公募期間
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１．新エネルギー
・太陽光発電
・風力発電
・太陽熱利用
・バイオマス発電、バイオマス熱利用、バイオマス燃料製造
・雪氷熱利用
・温度差エネルギー利用
・水力発電（1,000ｋＷ以下）
・地熱発電（バイナリーサイクル方式のみ）

２．革新的なエネルギー高度利用技術
・天然ガスコージェネレーション （社会システム枠は対象外）
・燃料電池 （社会システム枠は対象外）
・マイクログリッド （社会システム枠のみ）
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対象となる新エネルギーの種類



補助対象経費の1／2以内

（バイオマスについても補助率は１／２以内）

以下の新エネルギー等は別途上限等あり
①太陽光発電

１／２以内と４０万円／ｋＷの低い方

②風力発電
１／２×０．８以内
但し、機種により耐風、耐雷条件をどちらか満たす場合は、
１／２×０．９以内、両方満たす場合は１／２以内

③天然ガスコージェネレーション
発電出力３，０００ｋW以上は、
１／２×（３，０００ｋW／１事業の合計出力）以内
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補助率



①地方公共団体
普通地方公共団体、特別地方公共団体、
第３セクター（地方公共団体の出資比率５０％以上） 等

②非営利民間団体
社団法人、財団法人、医療法人、学校法人、ＮＰＯ法人、
独立行政法人 等

③地方公共団体と連携して事業を実施する民間事業者
（社会システム枠）

＊補助対象事業は交付要件、規模要件を満たすことが必要
＊中古品の導入については補助対象外
＊普及啓発事業の実施は必須であるが、H２１より補助対象外
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補助対象事業者



①地方公共団体
１．実施計画書に基づき実施される事業であること。
２．実施計画書に係る事業の計画が確実かつ合理的であること。
３．新エネルギー等の導入事業の実施によって、他の地方公共団体等に対する波及効果（汎用性）が認

められること。
４．補助金対象経費に、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律第2条第4項第1号に掲げる補給金及び同項第2号に掲げる資金を含む。）の
対象経費を含む事業ではないこと。

５．普及啓発事業を実施すること。

②非営利民間団体
１．継続的な非営利活動実績があること、または、今後の継続的でかつ具体的な非営利活動計画を有し

ていること。
２．営利を目的とした事業ではないこと。
３．実施計画書に基づき実施される事業であること。
４．実施計画書に係る事業の計画が確実かつ合理的であること。
５．新エネルギー等の導入事業の実施によって、他の民間団体等に対する波及効果（汎用性）が認めら

れること。
６．補助金対象経費に、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律第2条第4項第1号に掲げる補給金及び同項第2号に掲げる資金を含む。）の
対象経費を含む事業ではないこと。

７．普及啓発事業を実施すること。
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交付要件



③地方公共団体と連携して事業を実施する民間事業者
（社会システム枠）

１．実施計画書に係る事業の計画が確実かつ合理的であること。
２．新エネルギー等の導入事業の実施によって、他の民間団体等に対する波及効果（汎用性）が認められ

ること。
３．補助金対象経費に、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律第2条第4項第1号に掲げる補給金及び同項第2号に掲げる資金を含む。）の対象
経費を含む事業ではないこと。

４．地方自治体と共同申請すること。
５．地方自治体と連携した普及啓発事業の実施ができること。
６．地方自治体の財政支援等があること。（固定資産税の減免、土地の安価な貸付等）
７．地方自治体の計画に当該事業が位置づけられていること。
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規模要件（バイオマス発電）

※副燃料として石油起源の燃料を常時使用することを前提とするものは対象としない。
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規模要件（バイオマス熱利用）

※セメントキルンについては製品１ｔを製造するための必要な発熱量。
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規模要件（バイオマス燃料製造）

※製造された燃料は、原則として全量が発電又は熱利用等されるものであること。



費 目 内 容 備 考

設計費 機械装置等の設計費 ・事前調査費等は対象外
・基本設計費は対象外

機械装置等
購入費

機械装置等の購入、製造、
据付等に必要な経費

・土地の取得及び賃借料
は対象外

工事費 配管、配電等の工事に必要
な経費

・建屋は対象外（雪氷熱利用、
水力発電を除く）

・撤去費は対象外

諸経費 電力負担金、管理費等 ・打合せ等旅費は対象外
・振込手数料は対象外
・通信運搬費、消耗品は対象外
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※一件当たりの年間の補助金額に上限を設けることがあります
バイオエタノール等（バイオエタノール、脂肪酸エステル、バイオETBE）を揮発油等に混
和する設備は、バイオマス燃料製造設備として補助対象とする。

補助対象経費



事業実施状況

交付決定日 ： 平成２１年 ７月３１日（一次、二次）
平成２１年１１月 ６日（三次）

交付決定先 ： 一次 348件
二次 98件
三次 162件
（計 608件）
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エネ種別交付決定件数割合
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合計：608件



経済産業局別交付決定件数
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14件
2%

35件
6%

56件
9%

67件
11%

48件
8%

30件
5%

144件
24%

1件
0%

213件
35%

経済産業局、沖縄総合事務局



エネ種別交付決定件数割合（九州経済産業局管内）
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合計：１４４件



バイオマス関係の交付決定状況
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（内訳）
・バイオマス発電 ： ０件
・バイオマス熱利用 ： １１件（内 九州３件）
・バイオマス燃料製造 ： １件（内 九州０件）

交付決定件数 ： １２件
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交付決定の具体的内容（バイオマス関係）

※赤字は九州地方の事業



平成２１年度
新エネルギー等事業者支援対策事業

について

事業の目的
新エネルギーの利用等は、技術的には十分実用可能な段階に達しつつあるが、

現状では、経済性の面における制約が存在し、まだ十分普及していない状況で
ある。したがって、今後、新エネルギー利用等の加速的な促進について、環境の
保全に留意しつつ、我が国として積極的に取り組むことが重要である。
本事業の目的は、このような認識の下、太陽光発電、風力発電、太陽熱利用、

温度差エネルギー利用、天然ガスコージェネレーション、燃料電池、雪氷熱利用、
バイオマス発電、バイオマス熱利用、バイオマス燃料製造、水力発電、地熱発電
及びマイクログリッドについて、その加速的な導入促進を図ることを目的とする。

23



事業のスキーム
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経済産業省

新エネルギー導入促進協議会 審査委員会

申請 補助

公募 補助金交付申請 ヒアリング 利用状況報告

公募

補助事業者
新エネルギーの利用を行う事業者



１．新エネルギー等事業者支援対策費補助金
（エネルギー対策特別会計）

予算額 ： 約３５５億円（内 約５５億円は繰越予算）

平成２１年度予算
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２．新エネルギー導入促進基金造成事業費補助金
（エネルギー対策特別会計）

予算額 ： 約１６１億円（当初予算から約３９億円の削減）

※１：太陽光発電のみ
※２：地域新エネルギー等導入促進事業及び新エネルギー等事業者支援対

策事業の予算



一次公募
公募期間 平成２１年４月２０日～５月２９日
交付決定 平成２１年７月３１日

二次公募
公募期間 平成２１年９月７日～１０月２日
交付決定 平成２１年１１月６日

平成２１年度公募期間
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１．新エネルギー
・太陽光発電
・風力発電
・太陽熱利用
・バイオマス発電、バイオマス熱利用、バイオマス燃料製造
・雪氷熱利用
・温度差エネルギー利用
・水力発電（1,000ｋＷ以下）
・地熱発電（バイナリーサイクル方式のみ）

２．革新的なエネルギー高度利用技術
・天然ガスコージェネレーション
・燃料電池
・マイクログリッド
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対象となる新エネルギーの種類



補助対象経費の1／３以内

（バイオマスについても１／３以内）

以下の新エネルギー等は別途上限等あり
①太陽光発電

１／３以内と２５万円／ｋＷの低い方

②風力発電
１／３×０．８以内

（機種により１／３×０．９以内または１／３以内）

③天然ガスコージェネレーション
発電出力３，０００ｋW以上は、
１／３×（３，０００ｋW／一事業の合計出力）以内

④マイクログリッド
MG値0.7以上は１／３以内
MG値0.5以上0.7未満は１／３×0.95
MG値0.5未満は１／３×0.9
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補助率



新エネルギー利用等の設備導入を行う
民間事業者等

＊補助対象事業は交付要件、規模要件を満たすことが必要
＊中古品の導入については補助対象外
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補助対象事業者



１．実施計画書に基づき実施される事業であること。

２．実施計画書に係る事業の計画が確実かつ合理的であること。

３．新エネルギー等導入事業の実施によって、他の団体等に対する波
及効果（汎用性）が見込まれること。

４．補助金対象経費に、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並
びに補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第2条第4
項第1号に掲げる補給金及び同項第2号に掲げる資金を含む。）の
対象経費を含む事業ではないこと。

５．設備導入後に設備の運営管理が確実にできること。
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交付要件
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規模要件（バイオマス発電関係）

※副燃料として石油起源の燃料を常時使用することを前提とするものは対象としない。
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規模要件（バイオマス熱利用関係）

※セメントキルンについては製品１ｔを製造するための必要な発熱量。
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規模要件（バイオマス燃料製造）

※製造された燃料は、原則として全量が発電又は熱利用等されるものであること。



費 目 内 容 備 考

設計費 機械装置等の設計費 ・事前調査費等は対象外
・基本設計費は対象外

機械装置等
購入費

機械装置等の購入、製造、
据付等に必要な経費

・土地の取得及び賃借料
は対象外

工事費 配管、配電等の工事に必要
な経費

・建屋は対象外（雪氷熱利用、
水力発電を除く）

・撤去費は対象外

諸経費 電力負担金、管理費等 ・打合せ等旅費は対象外
・振込手数料は対象外
・通信運搬費、消耗品は対象外
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※１：１件当たりの年間補助金額の上限は原則として１０億円です（風力発電、天然ガスコジェネ以外）
※２：風力発電は、年間最大１５億円を上限としますが、補助金額の合計は最大で補助年数×１０億円まで
※３：天然ガスコージェネレーションの１件当たりの年間補助金額の上限は５億円です

補助対象経費



事業実施状況

交付決定 ： 平成２１年７月３１日（一次）
平成２１年１１月６日（二次）

交付決定先 ： 352件（一次）
195件（二次）

合計547件
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エネ種別交付決定件数割合

合計：547件
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15件
3%

32件
6%

170件
31%

72件
13%

87件
16%

39件
7%

28件
5%

98件
18%

6件
1%

経済産業局別交付決定件数

経済産業局、沖縄総合事務局
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エネ種別交付決定件数割合（九州経済産業局管内）

合計：98件
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（内訳）
・バイオマス発電 ： ２件（内 九州０件）
・バイオマス熱利用 ： ９件（内 九州２件）
・バイオマス燃料製造 ： １０件（内 九州１件）

バイオマス関係の交付決定状況

交付決定件数 ： ２１件
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交付決定の具体的内容（バイオマス関係）

※赤字は九州地方の事業



平成２１年度林地残材バイオマス石炭
混焼発電実証事業について

事業の目的
林地残材や間伐材などの未利用森林資源の利用は、二酸化炭素

の削減やエネルギー安全保障、更に地域活性化等にも有効である。
しかしながら、国内の林地残材や間伐材は回収・輸送コストが高いこ
と等から、未利用率が９割を超える状況である。こうした未利用森林
資源の有効利用を進めるために、エネルギー転換効率の高い石炭火
力と混焼した場合の持続性等について実証を行うことを目的とする。
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事業のスキーム（イメージ図）
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林地残材や間伐材などの木質バイオマスを活用したバイオ
マス石炭混焼発電設備の実証運転を行う事業であって、交
付要件等を満たす事業とする。

補助対象事業

43

補助対象事業者は、石炭火力発電設備を有しており、木質
バイオマスを石炭火力において混焼して活用するバイオマス
石炭混焼システムの整備、実証を行う民間事業者とする。

補助対象事業者



①混焼用設備設置経費
（費目 ： 設計費、設備費、工事費、その他経費）

②実証運転経費
（費目 ： 労務費、その他経費、間接経費）

補助対象経費

44

予算 ： 約２７億円
（当初予算約３０億円から約３億円の減額）

補助率 ： ３／４以内
事業期間 ： 平成２３年３月１０日まで（２カ年）

予算、補助率、事業期間



公募期間 ： 平成２１年８月３日（月）～８月３１日（月）
交付決定日 ： 平成２１年１０月３０日

交付決定状況

45

交付決定事業一覧
申請者名 申請事業名 事業実施場所

中国電力株式会社
三隅発電所における林地残材バイオマス石炭
混焼発電実証事業

島根県浜田市

中国電力株式会社
新小野田発電所における林地残材バイオマス
石炭混焼発電実証事業

山口県山陽小野田市

電源開発株式会社
松浦火力発電所における林地残材バイオマス
混焼発電実証事業

長崎県松浦市

九州電力株式会社
九州電力（株）苓北発電所木質バイオマス石炭
混焼発電実証事業

熊本県天草郡苓北町

住友共同電力株式会社 林地残材バイオマス石炭混焼発電実証事業 愛媛県新居浜市

新日本製鐵株式會社 林地残材バイオマス混焼発電実証事業 岩手県釜石市
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